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９－１．情報インフラストラクチャー

　大阪府では、携帯電話・PHS 契約数の人口比が 85.9％と全国平均に比べ高い割合と
なっています。また、インターネットの人口普及率も高い水準にあり、FTTH、ケーブ
ル、DSL といったブロードバンドも全国の世帯普及率平均より高く、情報インフラの
整備が進んでいる現状がうかがえます。

ＦＴＴＨ（Fiber  T o The Home）
  光ファイバーによる家庭向けデータ通信サービス。

ケーブル（Cable T elevision）
  広帯域回線のケーブルテレビを利用したデータ通信サービス。

ＤＳＬ（Digital Subscr iber  Line）
  デジタル加入者線。ＡＤＳＬ（Asymmetr ic Digital Subscr iber  Line）に代表される
  「加入者線」と一般に呼ばれる従来の電話回線（メタルケーブル）を利用し、専用のモ
デム経由で高速なデータ伝送を可能にしたデータ通信サービス。

－ 87 －

９－２．大阪における大企業の本社数

　大阪における資本金 100 億円以上の企業数について本社立地の状況別にみると、平成
11 年の調査時点以降、複数本社制の採用や本社移転をする企業の増加、倒産や合併に
よって大阪単独本社企業が減少しました。

ここで用いている分類は以下の通りです。
第Ⅰ分類（単独本社企業） 　 ＝大阪にのみ本社を置く企業
第Ⅱ分類（複数本社企業 [主 ]）＝複数本社制を採用し、大阪に主たる本社を置く企業
第Ⅲ分類（複数本社企業 [従 ]）＝複数本社制を採用し、東京に主たる本社を置く企業
第Ⅳ分類（東京移転企業） 　＝従来大阪に本社を置いていたが、現在は東京のみに本社を置く企業



－ 88 －

９－３．大学数・学生数

　大阪府は、平成 16 年度に比べ、3校増え、大学数、学生数とも、東京都に次ぐ全国

第２位の多さとなっています。

－ 89 －

９－４．ＩＳＯ 9000 シリーズ認証取得件数

　品質マネジメントシステム規格 ISO9000 シリーズは、昭和 62 年に制定され、商取引
の必要条件として要求されるケースが増えたことなどから、製造業や建設業を中心に認
証が取得されています。大阪府内で、 日本適合性認定協会の審査登録機関から認証を
取得した件数は、昨年 7月に比べ 295 件増加し、3,496 件となりました。これは、同協
会の審査登録機関が国内事業所で、認証登録した数としては、東京に次いで 2番目に多
く、全国での認証登録数の約８％を占めています。

ＩＳＯ 9000 シリーズ
品質管理、品質保証の国際規格。平成 12 年に見直しが行われ、「品質マネジメントシステム」
として、マネジメントの重要性が打ち出されました。現在では、100 を超える国が国家規
格として制定しています。



－ 90 －

９－５．ＩＳＯ 14001 認証取得件数

　 日本適合性認定協会の審査登録機関が認証した環境マネジメントシステム規格ＩＳ
Ｏ 14001 の件数は、全国で 18,000 件を超えました。昨年 7月に比べ 1,768 件の増加で、
月平均 147 件のペースで増加していることになります。大阪府内においても昨年 7月か
らの 1年間で 252 の事業所が新たに認証を取得しました。
  地球環境保護への関心が高まっていることから、今後も認証を取得する事業所は増加
すると予想されます。

ＩＳＯ 14000 シリーズ
　環境管理システム、環境監査に関する国際規格。地球規模の環境保全意識の高まりを受けて、
国際標準化機構（ISO）が制定を進めており、環境管理システム規格である ISO14001 は平成
８年に発効しました。

－ 91 －

９－６．産業財産権の出願件数

　平成 17 年における国内での産業財産権出願の件数は、平成 16 年に比べ 1.4％減少し
ましたが、大阪府の出願件数は、８万件を超えており、全国の 15.9％を占めています。
国際特許出願件数では、全国、大阪とも 11 年以降増加しており、大阪の国際特許出願
件数は、平成 17 年度で全国の 21.6％を占めています。

国内産業財産権出願件数



－ 92 －

９－７．ＮＰＯ法人数

　ＮＰＯ（Non Pr ofit  Or ganizat ion、非営利組織）は、地域社会づくりの担い手として、い
ろいろな分野で活躍しています。大阪における法人数は、東京に次ぐ数で、活動分野は、保健、
医療、福祉に関する法人数が最も多く、全体比で 58.8％となっています。他にもまちづくり
や教育など活動分野は多岐に渡り、新たな経済主体や雇用の受け皿として期待されています。

－ 93 －

９－８．介護保険サービス基盤の状況

　介護保険制度が開始されて以降、各種の居宅サービスを行う事業者の件数は一貫して
増加傾向にあります。
  平成 17 年６月に介護保険法が改正され、平成 18 年４月から、新たなサービスが設け
られました。そのため、事業者の登録は、前年に比べ倍増しました。




